
処遇改善加算の取り組み 

 

介護職員処遇改善加算は、介護職員の賃金改善を目的とした国の制度です。介護職員

処遇改善加算は、介護事業所が介護職員の賃金改善に取り組む場合に、介護報酬に一

定の加算を行う制度です。この制度は 2012 年度から本格的に導入され、介護職員の

処遇改善を通じて介護サービスの質の向上と人材確保を図ることを目的としています。 

加算を受けるためには、事業所は職員の賃金改善計画を策定し、実際に賃金改善を実施

することが必要です。単に加算を受けるだけでなく、その財源を確実に職員の処遇改善

に充てることが求められており、事業所には計画の策定から実施、報告までの一連の取

り組みが義務付けられています。 

この制度の特徴は、事業所の規模や取り組み内容に応じて異なる加算率が設定されてい

る点です。より積極的な処遇改善に取り組む事業所ほど高い加算を受けられる仕組みと

なっており、事業所の主体的な取り組みを促進する設計となっています。 

 

千授福祉会の取り組みについて 

 

「特別養護老人ホーム 輝」、「特別養護老人ホーム 礎」「小規模多機能型居宅介護 煌」では、

処遇改善加算Ⅰを取得しています。処遇改善加算Ⅰを取得するにあたり、当事業所では次の取

り組みを行っています。 

 

資質の向上 

〇働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援 

〇中堅・ユニットリーダー職員に対するマネジメント研修の受講支援  

〇研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動 

 

職場環境・処遇の改善 

〇職員のスキルに応じた賃金体系の策定 

 個人評価・研修参加状況等を加味し職員を下記グループに分類。 

 A：経験・技能のある介護職員 

 B：その他の介護職員 

 C：その他の職種 

 処遇改善加算の定めるルールに基づき、各グループごとの分配率を決定し、個人ごとに処遇

改善加算金額を決定しています。 

  



〇特に優れている職員には賃金改善後賃金で年収４４０万円以上（若しくは月額平均 8万円の

給与改善）の給与支給を行っています。 

〇子育てとの両立を目指す者のための育児休業制度等の充実。 

〇ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを

踏まえた勤務環境やケア内容の改善 

〇事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成による責任の所在の明確化 

〇健康診断、スポーツジムの無料使用、職員休憩室の整備 

〇職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即し

た非正規職員から正規職員への転換の制度等の整備 

〇介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト等の介護機

器等導入及び研修等による腰 痛対策の実施 

〇地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交

流の実施 

〇職場環境改善委員会を立ち上げ、定期的に委員会を実施し職員の負担軽減を行うため業務

改善を実施している。 

 ・具体的な改善検討実施項目 

  ●記録の一部見直し。 

  ●事業所間での相互協力体制の強化 

 

 

キャリアパス要件の実施 

下記の条件をすべて満たすよう対応している。 

 

 

 

 

処遇改善加算の要件やキャリアパス要件について（厚労省ホームページ抜粋） 

 

処遇改善加算Ⅰの算定に当たっては、２に規定する賃金改善の実施に加え、以下の①から⑧ま

でに掲げる要件を全て満たすこと。ただし、処遇改善加算Ⅱについては⑦の要件、処遇改善

加算Ⅲについては⑥及び⑦の要件、処遇改善加算Ⅳについては⑤から⑦までの要件を満た

さなくても算定することができる。また、いずれの加算区分においても、②の要件は、処遇改

善加算ⅠからⅣまでのいずれかの算定以前に旧ベースアップ等加算又は令和６年度中の経

過措置区分として、令和７年３月 31 日まで算定することが可能であった処遇改善加算Ⅴ

（２）、（４）、（７）、（９）若しくは（13）を算定していた事業所については適用しない。 

 



① 月額賃金改善要件Ⅰ（月給による賃金改善） 

 処遇改善加算Ⅳの加算額の２分の１以上を基本給又は決まって毎月支払われる手当（以下

「基本給等」という。）の改善に充てること。また、事業所等が処遇改善加算ⅠからⅢまでの

いずれかを算定する場合にあっては、仮に処遇改善加算Ⅳを算定する場合に見込まれる加

算額の２分の１以上を基本給等の改善に充てること。 なお、処遇改善加算を未算定の事業

所が新規に処遇改善加算ⅠからⅣまでのいずれかを算定し始める場合を除き、本要件を満

たすために、賃金総額を新たに増加させる必要はない。したがって、基本給等以外の手当又

は一時金により行っている賃金改善の一部を減額し、その分を基本給等に付け替えること

で、本要件を満たすこととして差し支えない。また、既に本要件を満たしている事業所等に

おいては、新規の取組を行う必要はない。 

ただし、この要件を満たすために、新規の基本給等の引上げを行う場合、当該基本給等の引上

げはベースアップ（賃金表の改訂により基本給等の水準を一律に引き上げること）により行

うことを基本とする。 

 

② 月額賃金改善要件Ⅱ（旧ベースアップ等加算相当の賃金改善） 

 令和６年５月 31 日時点で現に旧処遇改善加算を算定しており、かつ、旧ベースアップ等加算

を算定していない事業所が、令和８年３月 31 日までの間において、新規に処遇改善加算Ⅰ

からⅣまでのいずれかを算定する場合には、令和７年度においては、旧ベースアップ等加算

相当の加算額が新たに増加するため、当該事業所が仮に旧ベースアップ等加算を算定する

場合に見込まれる加算額の３分の２以上の基本給等の引上げを新規に実施しなければなら

ない。その際、当該基本給等の引上げは、ベースアップにより行うことを基本とする。また、

令和６年５月以前に旧３加算を算定していなかった事業所及び令和６年６月以降に開設され

た事業所が、処遇改善加算ⅠからⅣまでのいずれかを新規に算定する場合には、月額賃金

改善要件Ⅱの適用を受けない。令和７年度に本要件の適用を受ける事業所は、初めて処遇

改善加算ⅠからⅣまでのいずれかを算定した年度となる令和７年度の実績報告書において、

当該賃金改善の実施について報告しなければならない。したがって、例えば、令和６年６月か

ら処遇改善加算Ⅴ（１）（旧ベースアップ等加算相当の加算率を含まない）を算定し、令和７年

４月から処遇改善加算Ⅰを算定する場合は、令和７年４月から旧ベースアップ等加算相当の

加算額の３分の２以上の基本給等の引上げを新規に実施し、令和７年度の実績報告書で報

告しなければならない。 なお、実績報告書においては、事業者等の事務負担を軽減する観

点から、月額賃金改善要件Ⅱの判定に用いる旧ベースアップ等加算に相当する加算額は、処

遇改善加算ⅠからⅣまでのそれぞれの加算額に、別紙１表３に掲げる処遇改善加算ⅠからⅣ

までの加算率と旧ベースアップ等加算の加算率の比（小数第４位以下を切捨て）を乗じて算

出した額とする。 

 

③ キャリアパス要件Ⅰ（任用要件・賃金体系の整備等） 



 次の一から三までを全て満たすこと。 

一 福祉・介護職員の任用の際における職位、職責、職務内容等に応じた任用等の要件（福祉・

介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めていること。 

二 一に掲げる職位、職責、職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるも

のを除く。）について定めていること。 

三 一及び二の内容について就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備し、全ての福祉・介護

職員に周知していること。 ただし、常時雇用する者の数が 10 人未満の事業所等など、労働

法規上の就業規則の作成義務がない事業所等においては、就業規則の代わりに内規等の整

備・周知により上記三の要件を満たすこととしても差し支えない。また、令和７年度において

は、処遇改善計画書において令和８年３月末までに上記一及び二の定めの整備を行うこと

を誓約した場合は、令和７年度当初からキャリアパス要件Ⅰを満たしたものと取り扱うこと

として差し支えないこととする。当該誓約をした場合は、令和８年３月 

末までに当該定めの整備を行い、実績報告書においてその旨を報告することとする。 

 

④ キャリアパス要件Ⅱ（研修の実施等） 

 次の一及び二を満たすこと。 

一 福祉・介護職員の職務内容等を踏まえ、福祉・介護職員と意見を交換しながら、資質向上の

目標及びａ又はｂに掲げる事項に関する具体的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施

又は研修の機会の確保をしていること。 

 ａ 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等（OJT、OFF-JT 等）を

実施するとともに、福祉・介護職員の能力評価を行うこと。 

 ｂ 資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、費用（交通費、

受講料等）の援助等）を実施すること。 

二 一について、全ての福祉・介護職員に周知していること。 ただし、令和７年度においては、

処遇改善計画書において令和８年３月末までに上記一の計画を策定し、研修の実施又は研

修機会の確保を行うことを誓約した場合は、令和７年度当初からキャリアパス要件Ⅱを満た

したものと取り扱うこととして差し支えないこととする。当該誓約を 

した場合は、令和８年３月末までに当該計画の策定等を行い、実績報告書においてその旨を報

告することとする。 

 

⑤ キャリアパス要件Ⅲ（昇給の仕組みの整備等） 

 次の一及び二を満たすこと。 

一 福祉・介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に

基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。具体的には、次のａからｃまでのい

ずれかに該当する仕組みであること。 

 ａ 経験に応じて昇給する仕組み 



 「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組みであること。 

 ｂ 資格等に応じて昇給する仕組み 

 介護福祉士等の資格の取得や実務者研修等の修了状況に応じて昇給する仕組みであること。

ただし、別法人等で介護福祉士等の資格を取得した上で当該事業者や法人で就業する者に

ついても昇給が図られる仕組みであることを要する。 

 ｃ 一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み 

 「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組みであること。ただし、客観的な

評価基準や昇給条件が明文化されていることを要する。 

二 一の内容について、就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備し、全ての福祉・介護職員

に周知していること。 ただし、常時雇用する者の数が 10 人未満の事業所等など、労働法規

上の就業規則の作成義務がない事業所等においては、就業規則の代わりに内規等の整備・

周知により上記二の要件を満たすこととしても差し支えない。また、令和７年度においては、

処遇改善計画書において令和８年３月末までに上記一の仕組みの整備を行うことを誓約し

た場合は、令和７年度当初からキャリアパス要件Ⅲを満たしたものと取り扱うこととして差

し支えないこととする。当該誓約をした場合は、令和８年３月末ま 

でに当該仕組みの整備を行い、実績報告書においてその旨を報告すること。 

 

⑥ キャリアパス要件Ⅳ（改善後の年額賃金要件） 

 経験・技能のある障害福祉人材のうち１人以上は、賃金改善後の賃金の見込額（処遇改善加算

を算定し実施される賃金改善の見込額を含む。）が年額 440 万円以上であること（処遇改

善加算による賃金改善以前の賃金が年額 440万円以上である者を除く。）。ただし、以下の

場合など、例外的に当該賃金改善が困難な場合であって、合理的な説明がある場合はこの

限りではない。 

・ 小規模事業所等で職種間の賃金バランスに配慮が必要な場合 

・ 職員全体の賃金水準が低い、地域の賃金水準が低い等の理由により、直ちに年額440万円

まで賃金を引き上げることが困難な場合・ 年額440万円の賃金改善を行うに当たり、規程

の整備や研修・実務経験の蓄積などに一定期間を要する場合 

 

⑦ キャリアパス要件Ⅴ（配置等要件） 

 福祉専門職員配置等加算（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護にあたっては特定事

業所加算）の届出を行っていること。 

※ 重度障害者等包括支援、施設入所支援、短期入所、就労定着支援、居宅訪問型児童発達支

援、保育所等訪問支援にあっては配置等要件に関する加算が無いため、配置等要件は不要

とする。 

 

⑧ 職場環境等要件 



  処遇改善加算ⅠからⅣまでのいずれかを算定する場合は、別紙１表４に掲げる処遇改善の

取組を実施すること。 

  その際、処遇改善加算Ⅰ又はⅡを算定する場合は、別紙１表４の「入職促進に向けた取組」、

「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を含

む心身の健康管理」及び「やりがい・働きがいの醸成」の区分ごとに２以上の取組を実施し、

処遇改善加算Ⅲ又はⅣを算定する場合は、上記の区分ごとに１以上の取組を実施すること。 

 

  また、処遇改善加算Ⅰ又はⅡを算定する場合は、同表中「生産性向上（業務改善及び働く環

境改善）のための取組」のうち３以上の取組（うち⑱は必須）を実施し、処遇改善加算Ⅲ又は

Ⅳを算定する場合は「生産性向上（業務改善及び働く環境改善）のための取組」のうち２以上

の取組を実施すること。ただし、１法人あたり１の施設又は事業所のみを運営するような法人

等の小規模事業者は、㉔の取組を実施していれば、「生産性向上（業務 

改善及び働く環境改善）のための取組」の要件を満たすものとする。 また、処遇改善加算Ⅰ

又はⅡを算定する場合は、職場環境等の改善に係る取組について、ホームページへの掲載等

により公表すること。具体的には、障害福祉サービス等情報公表制度を活用し、処遇改善加

算の算定状況を報告するとともに、職場環境等要件を満たすために実施した取組項目及 

びその具体的な取組内容を記載すること。当該制度における報告の対象となっていない場

合等には、各事業者のホームページを活用する等、外部から見える形で公表すること。 

 ただし、令和７年度においては、処遇改善計画書において令和８年３月末までに職場環境等

要件に係る取組を行うことを誓約した場合は、令和７年度当初から職場環境等要件を満たし

たものと取り扱うこととして差し支えないこととする。当該誓約をした場合は、令和８年３月

末までに当該取組を行い、実績報告書においてその旨を報告すること。また、障害福祉（障

害児支援）人材確保・職場環境改善等事業の申請を行った場合は、令和７ 

年度における職場環境等要件に係る適用を猶予することとする。障害福祉（障害児支援）人

材確保・職場環境改善等事業の申請を行い、職場環境等要件の適用猶予を受ける場合には、

処遇改善加算の申請と併せて、別紙様式２―３及び別紙様式２―４に定める様式により、障

害福祉（障害児支援） 

人材確保・職場環境改善等事業の申請も行うこと。 

 


